
 
様式第１号（第１０条関係） 
 

 令和   年  月  日 

 

宇都宮市長 佐 藤 栄 一 宛 

 

                     〒 
申請者 住 所                 
 

氏 名                 
 

電 話                 
 

 

令和  年度 ようこそ宇都宮へ マイホーム取得支援事業補助金交付申請書 
 

 

  令和 年度ようこそ宇都宮へ マイホーム取得支援事業補助金の交付について，

ようこそ宇都宮へ マイホーム取得支援事業補助金交付要綱第７条の規定により，下

記のとおり申請します。 
 また，私（申請者）を含む世帯全員に関し，次の事項について誓約します。  

   
（ア）ようこそ宇都宮へ マイホーム取得支援事業補助金の申請要件に偽りなく，不 

正に補助金を受領しません。 
（イ）本市の住宅政策に関する広報活動等について，要請があった際は協力します。 
 

記 
 

補助年度 令和 年度 補助事業の名称 
ようこそ宇都宮へ  
マイホーム取得支援事業 

補 助 金 の 名 称  ようこそ宇都宮へ マイホーム取得支援事業補助金 

交 付 
申 請 額 

 

基本額 
□ 市外からの転入者がいる   【２０万円】 
□ 世帯の全員が市内居住者      【１０万円】 

『住めば』 
加算額 

□ 高次都市機能誘導区域    【１５万円】 
□ 東京圏からの転入      【１５万円】 
□ 築２０年以上の中古住宅   【１５万円】 

『愉快だ』 
加算額 

□ 中古住宅 
□ 長期優良住宅 
□ 二世帯住宅 
□ 誘導居住面積水準 
□ 多世代同居・近居 
□ 市内勤労世帯 
□ 二地域居住世帯 
□ 地域活力向上対象 
□ テレワーク勤労世帯 

１項目５万円 
市外転入２０万円上限 
市内転居１０万円上限 

 
【    万円】 

※単身女性世帯は１項目 
該当で上限額加算 

□１８歳以下の子供がいる世帯 

（    人） 
子ども一人につき５万円 

【     万円】 

合 計                      万円 



住 宅 取 得 年 月 日 
（ 基 準 日 ）（ ※ １ ） 

令和   年   月   日 

補助対象地域での居住歴 
住宅の取得日から起算して遡り１年の間に，転居，転入先 
の補助対象区域内に居住したことが， ある ・ ない 

住宅の所有状況 
 市内に補助金対象の住宅以外に自分名義の住宅を， 
 所有している ・ 所有していない 

住宅借入金の有無  住宅借入金が ある（期間    年） ・ ない  

他の公的助成の有無 
 住宅取得に関し他制度による公的助成の補助金を 
 受けている ・ いない （補助名            ） 

添 付 書 類 

共
通
書
類 

□ マイホーム取得支援事業補助金に係る個人情報調査の同意書 
□ 住宅の不動産登記事項証明書 

□ 課税証明書または所得証明書 

（宇都宮市外の証明書が必要な場合のみ） 
□ 住宅の取得に係る融資契約書の写し 
□ 住宅の取得に係る売買契約書の写し 
□ 市税完納証明書 

（宇都宮市外の証明書が必要な場合のみ） 
□ 自治会加入証明書 
（自治会がない場合は自治会加入誓約書） 
□ 口座振込依頼書 
□ その他 

追
加
書
類 

□ 賃貸借契約書と家賃の支払いが分かる書類等 
   （前住所が補助対象区域内の賃貸住宅である場合） 
□ 長期優良住宅認定通知書 

（長期優良住宅に該当する場合） 
□ 住宅の平面図等（二世帯住宅に該当する場合） 
□ 同居・近居世帯との親族関係が分かる戸籍謄本 

（多世代同居・近居に該当する場合） 
□ 母子手帳の写し（世帯員に胎児を含む場合） 
□ 勤務地証明書，勤務地予定申告書 

（市内勤労世帯に該当する場合） 
□ 市外所在の自己名義の住宅の不動産登記事項証明書 

（二地域居住世帯に該当する場合） 
□ 市外所在の自己名義で契約する賃貸住宅契約書 

（二地域居住世帯に該当する場合） 
□ テレワーク従事証明書 

（テレワーク勤労世帯に該当する場合） 
※１ 住宅取得年月日（基準日）には，注文住宅は新築年月日，分譲マンション・建

売住宅・中古住宅は所有権移転又は所権保存の登記原因日を記載 


